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事業名 担当課 事業概要 要求額
予算額

(査定額)
査定率

濃厚接触者等健康観察支
援

新型コロナ
ウイルス感
染症対策室

濃厚接触者等が、外出することなく生活を行えるように、配食及び買い物
支援サービスを実施し、負担の軽減により健康管理等を支援することで
感染拡大の防止を図る。

228,125 228,124 100.0%

中小企業者等感染拡大防
止協力支援金

新型コロナ
ウイルス感
染症対策室

不特定多数が利用する施設において、従業員等に感染者や濃厚接触者
が発生した場合、店舗名等の自主公表への協力や、市の要請等により
施設の一時閉鎖等を行った期間に応じて事業者に支援金を給付する。

58,000 45,000 77.6%

介護施設従事者定期PCR
検査

新型コロナ
ウイルス感
染症対策室

介護老人福祉施設等、従業員への定期的なPCR検査を実施し、重症化
リスクの高い高齢者の感染拡大の防止を図る。

253,566 253,566 100.0%

PCR外来の運営
新型コロナ
ウイルス感
染症対策室

市が独自に設置したPCR外来を運営し、検査体制の強化等を図る。 182,059 182,059 100.0%

外出困難者PCR検査支援
新型コロナ
ウイルス感
染症対策室

医師の判断により市PCR外来を受診する場合で、交通手段の確保が困
難な市民に対して、自宅で採取した検体を収集する市独自の体制を整
備することにより、PCR検査受診に係る市民の負担軽減を図る。

2,387 2,387 100.0%

PCR検査費用助成事業
新型コロナ
ウイルス感
染症対策室

市民、市内事業所に勤務している人を対象に、無症状者が自主的に行う
PCR検査等の費用を助成することにより、市民の不安を解消するととも
に、市内の感染拡大防止を図る。

94,666 94,666 100.0%

新型コロナウイルスワクチ
ン接種

新型コロナ
ウイルス感
染症対策室

新型コロナウイルス感染症の発症を予防し、死亡者や重症者の発生を
できる限り減らすため、３回目接種の実施や、１回目、２回目の接種が完
了していない市民等への接種機会の提供、５歳以上11歳以下の市民等
への接種の実施等を行う。

1,295,682 1,295,682 100.0%

新型コロナウイルス感染症
生活困窮者自立支援金

保護課

新型コロナウイルス感染症の影響により生活に困窮し、かつ、緊急小口
資金及び総合支援資金の特例貸付けを借り終えた世帯又は不支給に
なった世帯に対して、支援金を支給することにより、新たな就労による自
立を支援する。

75,650 30,665 40.5%

通いの場介護予防事業
（活動支援、専門職派遣）

高齢介護室

新型コロナウイルス感染症の影響で閉じこもりがちな高齢者の社会参加
及び介護予防を促進するため、補助金の交付や、リハビリテーション等
の専門職の派遣により、高齢者が継続して運動や他者とのコミュニケー
ションが行える身近な場所の運営を支援する。

6,267 6,267 100.0%

濃厚接触となった高齢者・
障害者の施設受入事業

高齢介護室
障害福祉課

介護者の感染等により、高齢者・障害者が一時的に施設へ入所する必
要がある場合の受入体制を構築する。

7,957 7,957 100.0%

市立小中学校のトイレ清
掃・消毒

学務課
学校施設内における児童・生徒への飛沫感染を防止するため、定期的
なトイレの清掃・消毒を実施する。

58,017 39,299 67.7%

修学旅行等キャンセル料
負担事業

教育指導課
学校関係者の感染等により市立小中学校の修学旅行等が中止等となっ
た場合に、キャンセル料を市が負担し、保護者負担の軽減を図る。

38,210 38,210 100.0%

産後ケア事業
子育て支援
課

妊娠・出産、子育てに関する悩み等に対し、保健師等の専門職が相談支
援・育児支援を行うとともに、医療機関等と連携した母子支援を実施す
る。

3,421 3,421 100.0%

子育て応援事業
子育て支援
課

地域の助産師（MY CITY 助産師）と子育て世代包括支援センターが連携
し、訪問指導の充実、 SNS を活用した相談支援など、妊娠期から継続
的な支援を行うことにより、産後うつの予防や育児不安の解消を図る。ま
た、妊婦が安全に安心して妊娠・出産することができるよう、妊婦健康診
査の費用助成を上限14回から17回に拡充する。

7,433 7,433 100.0%

新規・拡充を含む主な事業の査定結果

（単位：千円）
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事業名 担当課 事業概要 要求額
予算額

(査定額)
査定率

（単位：千円）

多胎児家庭支援事業（（仮
称）多子世帯応援事業）

子育て支援
課

多胎妊婦及び０歳から３歳児の多胎児を持つ家庭の負担感の軽減と不
安の解消を図るため、地域の助産師（MY CITY 助産師）による訪問指導
の充実、タクシー乗車券の交付による外出支援等を行うほか、産前サ
ポートとして、妊婦健康診査の費用助成回数を子育て応援事業の拡充
分と合わせて、最大22回に拡充する。

2,931 2,931 100.0%

母子健康手帳アプリの導
入

子育て支援
課

母子健康手帳の記録を電子化するとともに、子育て情報の配信や子ども
の成長記録の管理など、子育て世代の市民を継続的にサポートする機
能を有する母子健康手帳アプリを導入し、ICTを活用した子育て支援の
充実を図る。

2,242 2,242 100.0%

（仮称）子育てリフレッシュ
カード配布事業

子育て支援
課

子育ての負担感や孤立感が強く、リフレッシュが必要な保護者に対し、
一時預かり事業を無料で利用できる「（仮称）子育てリフレッシュカード」を
配布することで、一時預かり事業の利用を促進し、保護者のリフレッシュ
につなげる。

3,032 3,032 100.0%

待機児童ＺＥＲＯプランＲの
推進

保育課

年間を通じた待機児童の解消、子育てしやすい環境整備を一層推進す
るため、保育士の処遇改善や保育士試験受験料の支援など、待機児童
対策の様々な事業をパッケージ化した待機児童ＺＥＲＯプランＲを推進
し、保育士の確保を図る。

167,979 167,979 100.0%

（仮称）バイバイおむつ事
業

保育課
保育所等における使用済おむつの持ち帰りを不要とし、利用する保護者
の負担を軽減することで、子育て支援の充実を図る。

13,446 4,500 33.5%

医療的ケア児保育支援事
業補助金

保育課
民間保育所等における医療的ケア児の受入れを可能とするため、看護
師の配置等、受入体制の整備に要する費用を補助する。

38,800 38,800 100.0%

子どもの養育費等支援事
業

こどもを守
る課

子どもの健やかな成長のため、養育費の支払や面会交流が安定かつ継
続して履行されるよう、離婚前から養育費等に関する相談支援を行うとと
もに、裁判外紛争解決手続（ADR）の利用、公正証書の作成等に要した
費用の補助を行う。

3,192 2,792 87.5%

就学前教育・保育の調査・
研究事業

子育て支援
課

０歳から15歳までの切れ目のない子育て・教育環境の実現に向け、令和
３年度に実施した調査・研究結果を踏まえ、就学前のプログラム・教材作
成を行い、市独自の就学前教育・保育の構築を行う。

8,040 8,040 100.0%

（仮称）絵本ふれあい事業
（With Books事業（HOPス
テージ））

保育課

市立保育所・幼稚園の保護者と職員を対象に、絵本や読み聞かせに関
する知識や興味の向上を図るため、年齢に合わせたおすすめの絵本や
新刊の紹介、本の選び方や読み聞かせの方法など、絵本に関する講習
会を実施する。

550 550 100.0%

（仮称）図書館探検事業
（With Books事業（HOPス
テージ））

保育課

市立保育所・幼稚園の児童が市立中央図書館を訪問し、絵本の借り方
等を経験することで、児童が図書館を知る機会とし、本に対する興味を
高める。また、訪問時に読み聞かせコーナーを設置し、読み聞かせを併
せて実施する。

330 330 100.0%

子育て総合支援拠点　ＲＥ
ＬＡＴＴＯ（リラット）の運営

子育てリフ
レッシュ館

子どもの遊びスペース、一時預かり、講座等の利用を促進し、保護者の
リフレッシュ等を図ることを通じて、子育てに係る不安感や負担感の軽減
を図る。

23,605 23,605 100.0%

ファミリー・サポート・セン
ター事業利用料減免（（仮
称）多子世帯応援事業）

子育てリフ
レッシュ館

多子世帯の負担感の軽減等を図るため、市内に住所を有する、多子世
帯における第２子以降の子どもに係るファミリー・サポート・センターの利
用料を減免する。

685 685 100.0%

小中一貫校の設置
教育政策総
務課

第四中学校区への施設一体型小中一貫校の設置に向け、建築家隈研
吾氏が設計監修した小中一貫校の施設整備に係る校舎棟建設工事、一
部解体・外構工事等を行う。

4,219,631 3,925,807 93.0%

ＩＣＴ教育推進事業 教育指導課
ICT機器の活用を推進し、より分かりやすい授業やICT活用能力を育てる
授業を通して、確かな学力の育成を図る。

101,203 97,969 96.8%

部活動指導員派遣事業 教育指導課

教職員の働き方改革の推進と、部活動の選択肢を増やし、生徒のニー
ズに応じた部活動を推進するため、昨年度設置した柔道部、剣道部に加
え、バドミントン部、ラグビー部、陸上部、水泳部（各１校）の種目別拠点
校を設置する。

7,340 7,340 100.0%

学校給食の充実に係る事
業

施設給食課
市立中学校において、更に温かくおいしい給食を提供し、学校給食全般
の充実を図るため、拡大親子給食方式への移行に向けた、給食調理場
の施設設備の整備等を行う。

1,911,568 1,911,568 100.0%
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事業名 担当課 事業概要 要求額
予算額

(査定額)
査定率

（単位：千円）

少人数学級の推進 学務課
児童一人一人によりきめ細かな学習指導と学級指導を行うため、全小学
校の４・５年生の35人学級を実施する。

45,934 44,437 96.7%

子どものいじめ防止対策の
推進

監察課

市長部局がいじめの初期段階から積極的にいじめ事案に関与する「行
政的アプローチ」等により、いじめゼロを目指すとともに、新たに、いじめ
被害者の所有物に係る原状回復費用を支援する。また、積極的な情報
収集やいじめの抑止を図るため、引き続き、市立小中学校の全児童・生
徒及び保護者にチラシを配布する。

9,764 9,764 100.0%

いじめ対策サミット開催事
業

監察課

教育関係者、先進的な取組を進めている自治体の長、いじめの被害者
等が一堂に会し、いじめ問題について様々な視点から意見交流等を行う
ことにより、いじめの解決に向けた先進的な事例や様々な知見を共有
し、本市のいじめ防止対策の更なる推進を図るとともに、市外を含めた
様々ないじめの課題の解決につなげる。

2,404 2,404 100.0%

子ども食堂支援事業
こどもを守
る課

子どもの居場所づくり及び地域で子どもを見守る環境を整備するため、
子ども食堂の開設・運営を支援する。

1,439 1,439 100.0%

２軸化事業の推進
２軸化事業
本部

２軸化構想の実現に向け、寝屋二丁目・寝屋川公園地区まちづくり協議
会の運営を支援するとともに、土地区画整理の事業化に向けた取組を
進める。また、国松地区において、土地区画整理の事業化に向けた取組
を進める。

138,655 138,655 100.0%

空き家等除却補助 住宅政策課
住環境の改善及び新たな土地利用の促進を図り、定住を促すため、利
用目的のない空き家、管理不全の空き家等に係る除却費用の補助を行
う。

15,000 15,000 100.0%

空き家の流通活性化の推
進

住宅政策課
リノベーション等により、空き家の流通を促進し、子育て世代等の流入促
進及び空き家の減少を図るため、不動産関係の専門家団体によるプラッ
トフォームの活用及びリノベーション設計・監理費等の補助を行う。

15,397 10,397 67.5%

対馬江大利線の整備 道路建設課
都市計画道路対馬江大利線（密集住宅地区区域850ｍ）の早期完成に
向け、橋梁及び道路工事、用地の取得等を実施し、交通環境の改善を
図る。

2,299,373 2,299,373 100.0%

放置自転車対策の推進 交通政策課
自転車駐車場の維持管理、自転車等放置禁止区域の啓発活動を行うな
ど、放置自転車等の防止を図るとともに、寝屋川公園駅自転車駐車場の
移転を進める。

182,732 182,716 100.0%

乗合い事業 交通政策課
シルバー世代や妊婦等が利用できるデマンドタクシーを運行するととも
に、公共交通空白地域への拡大を見据え、交通事業者や地元自治会等
との協議を進める。

15,650 15,650 100.0%

市民サービスのターミナル
化の推進

資産活用課
市民サービスの提供を公共交通機関の結節点である駅周辺に集約する
ため、（仮称）駅前庁舎の開設に向けた改修工事の設計を行う。

15,000 15,000 100.0%

（仮称）ねやがわパークの
開催

産業振興室
打上川治水緑地において、年２回（11・３月頃）、季節に応じたパークイベ
ントを開催し、市内飲食店にも出店してもらうことで、地域経済の活性化
を図る。

22,000 22,000 100.0%

農地の保全促進事業 産業振興室
農地の保全を推進するため、農地の貸し手と借り手を結ぶ農地のマッチ
ングを実施するとともに、市民が農に触れる機会の拡大につながる貸農
園の整備に要する経費に対し補助を行う。

2,615 2,615 100.0%

萱島地区事業者誘致事業 産業振興室
空き店舗が増加している萱島地区において、市内外からの人の流れを
呼び、市内商業及び地域の活性化を図るため、魅力ある事業者の誘致
に向け、誘致の在り方等を検討する。

2,195 2,195 100.0%

非常用食料等の充実 防災課
災害時の避難者の不安を少しでも軽減できるよう、備蓄品の入替えや生
理用品（昼用）、尿取りパットの追加など、要配慮者にも寄り添ったきめ
細やかな非常用物資を小中学校へ計画的に配備する。

25,550 25,550 100.0%

防災行政無線（同報系）サ
イレン放送の導入

防災課
市民が身を守る行動等をとることができるよう、防災行政無線による避
難指示などの緊急情報等の伝達において、サイレン（警報音）を用いた
放送を行うとともに、電話応答サービスにおいて内容を伝達する。

17,667 17,667 100.0%
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事業名 担当課 事業概要 要求額
予算額

(査定額)
査定率

（単位：千円）

犯罪認知件数減少に向け
た施策立案事業

監察課
市域の犯罪認知件数の減少及び治安の向上を図るため、専門家に対
し、治安に関する科学的なエビデンスに基づく調査・研究を委託すること
により、効果的な防犯施策をの立案を図る。

500 500 100.0%

夜間防犯パトロール 監察課

子どもを始め市民を犯罪から守るとともに、市域における犯罪の抑止を
図るため、小中学校の夏季休業期間等及び冬季休業期間、歳末地域安
全運動期間の夜間の時間帯（午後８時から午前１時まで）に、青色防犯
パトロール車両による防犯パトロールを実施する。

6,050 6,050 100.0%

子どもの受動喫煙対策 保健総務課

子どもの健康を受動喫煙から保護するため、「子どもの健やかな成長の
ための受動喫煙防止条例」に基づき、子どもが多く往来する場所での喫
煙の制限、市内４駅周辺の路上喫煙禁止区域における巡回啓発等を実
施するとともに、児童の受動喫煙状況を可視化するコチニン値測定を実
施し、屋外での受動喫煙防止、家庭内での受動喫煙に対する意識の高
揚を図る。また、新たに「（仮称）寝屋川市版喫煙ルール五か条の制定」
を制定する。

51,246 35,617 69.5%

難病対策 保健予防課
難病の患者に対し、専門的な支援を行い、良質かつ適切な医療の確保
及び療養生活の質の向上を図る。

7,142 4,340 60.8%

重症化予防
健康づくり
推進課

糖尿病性腎症等の生活習慣病重症化予防のため、心筋梗塞・脳梗塞の
危険性や人工透析が必要となる可能性が特に高い人に対し、保健指導
及び二次検査を実施する。また、重症化予防事業未利用者、ハイリスク
者に対し、市保健師等による支援を強化する。

10,131 10,131 100.0%

高齢者の保健事業と介護
予防の一体的実施

健康づくり
推進課

75歳以上の後期高齢者に対し、重症化予防のための個別支援を行うと
ともに、通いの場等でのフレイルの啓発と予防の取組等を行うなど、保
健事業と介護予防を一体的に実施し、健康寿命の延伸を図る。

460 456 99.1%

（仮称）人として当たり前に
生きる権利を考えるつどい

人権・男女
共同参画課

幅広い世代にあらゆる人権問題や平和についての理解と認識を深めて
もらうため、平和や人権をテーマにした講演会やパネル展示等を実施す
る。また、「いじめ対策サミット」と同時開催とすることで、より効果的な啓
発を図る。

2,535 2,535 100.0%

国標準システム移行に伴う
業務分析・標準化（介護保
険システム）

高齢介護室

令和７年度までの国標準システムへの移行に向けて、本市システムと国
標準システムとの差を洗い出し、業務フローの見直しや精査を行うこと
で、国標準システムへの円滑な移行を推進するとともに、業務の効率性
の向上を図る。

5,456 5,456 100.0%

短期集中通所型サービス
表彰事業

高齢介護室
短期集中通所型サービスにおいて、介護度の改善に効果的な支援を行
う事業所への表彰制度を新たに設け、好事例等を広く共有し、事業所間
での横展開につなげることで、要支援認定者の生活機能の向上を図る。

6 6 100.0%

基幹相談支援センター等
機能強化事業

障害福祉課
地域の相談支援機能の充実、障害者の権利擁護を進めるとともに、地
域移行･地域定着の促進を図るため、障害者等からの相談に応じ、必要
な情報の提供及び支援が行える専門職を配置する。

50,939 50,939 100.0%

親亡き後等の問題検討委
員会

障害福祉課
「親亡き後の問題」について、学識経験者や障害福祉サービス事業者等
で構成する検討委員会を設置するとともに、当事者アンケート調査を実
施し、課題の整理や既存サービスの活用等を検討する。

281 263 93.6%

健康危機事象対策の推進 保健総務課
災害、感染症まん延等の健康危機事象に備え、研修や訓練を実施する
など、関係機関と連携した健康危機管理体制の強化を図る。

7,881 7,835 99.4%

子宮頸がんワクチン接種
子育て支援
課

子宮頸がんの罹患を予防するため、子宮頸がんワクチン接種に係る積
極的勧奨の再開に伴い、対象者に対して積極的な接種勧奨を行うこと
で、ワクチンの接種率向上を図るとともに、積極的勧奨を差し控えている
間に接種機会を逃した女性に対し、キャッチアップ接種（無料接種）を行
う。

133,093 133,093 100.0%

ごみ減量コンテスト 環境総務課

ごみ減量啓発用冊子を全戸配布するとともに、各家庭におけるごみ減量
の取組を募集するコンテストを実施し、優秀な取組については、クリーン
カレンダーに掲載するとともに懸賞を進呈することで、市民と協働したご
み減量の推進を図る。

2,068 2,068 100.0%

地域美観の向上 環境総務課
環境美化活動に取り組む団体に対する支援を実施し、美しいまちづくり
の推進と地域コミュニティの醸成を図る。

398 398 100.0%

寝屋川文化芸術祭事業補
助

文化スポー
ツ室

市民に文化・芸術活動の成果発表や体験の機会を提供する寝屋川文化
芸術祭を支援し、世代間の交流、文化・芸術活動の継承、普及推進を図
る。

16,901 16,901 100.0%
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事業名 担当課 事業概要 要求額
予算額

(査定額)
査定率

（単位：千円）

国指定史跡高宮廃寺跡活
用事業

文化スポー
ツ室

令和３年度に策定した保存活用計画（整備基本計画）に基づき、高宮廃
寺跡を適切に保存・活用・整備するため、基本設計を行う。

9,787 5,902 60.3%

学校連携配送事業 中央図書館

図書館資料の効果的な活用を進め、市立小中学校に通う児童・生徒の
考える力を育む学習環境の更なる充実を図るため、学校が希望する中
央図書館の本を月１回、各小中学校へ配送する「学校図書館図書配送
事業」と、児童・生徒のタブレットから予約された中央図書館の本を週１
回、各小中学校へ配送する「児童・生徒への図書配送サービス事業」を
実施する。

12,878 12,878 100.0%

斎場施設の改修
市民生活担
当

斎場施設の維持及び安定的な火葬業務を行うため、火葬炉などの改修
及び収骨室の設置などを行い、市民サービスの向上を図る。

104,733 104,733 100.0%

ニーズ把握等推進事業 企画二課

新たなサービスの立案、サービスの改善等を通じ、市民満足度の向上を
図るため、市長と市民が直接意見交換を行うタウンミーティングの開催
や、転出入モニターアンケート、ニーズ調査等の実施により、市民サービ
スの改善につなげる。

6,171 3,140 50.9%

プロモーションの推進 企画三課
ターゲット層や目的を明確化した効果的な情報発信を行うとともに、メ
ディア戦略を積極的に進めることで、市内外におけるイメージの好循環を
図る。

2,760 2,760 100.0%

ホームページ等による情報
発信

企画三課
市政情報等の「見える化」を推進するため、市ホームページ、市公式アプ
リ、SNS等多様な媒体を活用し、効果的な情報発信を行うとともに、市の
情報発信媒体の利用促進を図る。

18,851 9,747 51.7%

ふるさと納税の促進 企画四課
ふるさと納税の寄附者に対して記念品（市の特産品や地場産品等）を提
供すること等により、市外からの寄附を促進し、財源の確保及び地域産
業の活性化を図る。

20,521 20,521 100.0%

複業人材活用事業 人事室
本市が進める施策・事業を始め、課題解決、政策立案を行うに当たり、
民間企業等において第一線で活躍し、高い専門性を有する“複業”人材
を活用することにより、効果的に業務改革を推進する。

500 500 100.0%

AI･RPA等の活用事業
情報化推進
課

定型業務の自動化を図るRPAの拡充、AI-OCRの運用、業務用の簡易シ
ステムを職員が作成できるツールを運用し、業務の効率化、省略化を図
る。

3,535 3,535 100.0%

行政手続きのオンライン化
推進事業

情報化推進
課

公的個人認証サービスやクレジットカード決済機能を活用し、市民生活
に密接に関係する発行件数の多い証明書をオンラインで申請できる環
境を整備し、市民の利便性の向上や事務の効率化を図るとともに、コロ
ナ禍における非接触の推進を図る。

10,739 5,900 54.9%

自治体情報システム強靭
性向上事業

情報化推進
課

情報セキュリティ対策のため、平成28年度から運用している自治体情報
システム強靭性に係る機器更改を行うとともに、業務の効率性の観点を
踏まえた再構築を行う。

79,984 79,984 100.0%

国標準システム移行に伴う
業務分析・標準化（基幹系
情報システム）

情報化推進
課

令和７年度までの国標準システムへの移行に向けて、本市システムと国
標準システムとの差を洗い出し、業務フローの見直しや精査を行うこと
で、国標準システムへの円滑な移行を推進するとともに、業務の効率性
の向上を図る。

19,096 19,096 100.0%

みんなのまち基本条例の
検証

企画一課
みんなのまち基本条例検証委員会、（仮称）ワカモノ未来カフェの開催等
を通じて、市民参画による「寝屋川市みんなのまち基本条例」の検証を
行い、必要に応じて条例の改正を行う。

1,262 1,262 100.0%

※査定については、事業内容や積算根拠、対象範囲等を精査して査定額を決定。 平均査定率 96.5%

※担当課は、予算編成時点のものを記載。
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